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〔議事内容〕
当連合会の平成26年度重点事業の実施結果に
ついて報告を行った後、平成27年度重点事業につ
いて審議し、「地域産業の競争力強化」「社会基盤
整備の促進」「地域の自立と活性化」の3つの柱を
基に事業に取り組むことが承認された。
（平成27年度事業計画については、6月9日開催
の総会で正式決定の予定）

〔H27重点事業〕（※太字はH27新規事業）
■地域産業の競争力強化
1．地域産業の発展に向けた支援
□イノベーション創出に向けた取り組み
・	産業用ロボットの導入拡大を目指し、行政等と
の連携のもと、①自動化システムを構築できる
人材養成と人財プールの仕組み構築②研究開
発センターの整備に取り組み、その具現化に向
け政府等に対し提言・要望を実施。
・	生産現場での労働力不足軽減・生産性向上・品
質安定化を目指し、検査工程での自動化促進に
向け、①製造現場のニーズ②大学・研究機関の
研究シーズ③検査設備・装置メーカーの先進
事例に関する調査を実施。

・	石油の有効活用、将来の代替液体燃料開発を
目的に設置した石油・液体燃料研究会におい
て、地元企業ニーズを踏まえて絞り込んだ調
査・研究テーマに取り組むとともに、政府等へ
の提言・要望を実施。

・	化学分野における大学の研究シーズ（膜分離
技術）の事業化支援に向け、公的助成の獲得支
援や助成制度拡充について、関係機関に対し要
望を実施。

・	成長分野を中心とした事業進出・拡大の支援

に資する講演会、視察会を開催。
□産学官の広域連携強化・人材育成の推進
・	新規事業の展開促進に向け、ビジネスネット
ワークの機能強化について調査・検討するとと
もに、域内の多様なネットワークの活動状況の
整理、情報提供を行い、企業間での利用拡大を
促進。

・	企業・大学間での広域的インターンシップ拡大
に向けた調査・検討を実施。

・	大学間、異分野・異業種間での広域連携推進に
向け、中国地域産学官連携シンポジウム、先進
的取り組み機関・企業との意見交換会等を開
催。

・	チャレンジ精神・起業家精神に富む人材育成
を目的として開催するキャンパスベンチャーグ
ランプリ中国の裾野拡大および学生向けセミ
ナーの強化充実を推進。
□産業振興への取り組み
・	中国地域各県の産業振興の取り組み状況や課
題を把握し、広域的な産業振興に向けての課題
を整理。
・	TPP等の経済連携協定、規制・制度改革、特区
制度等に関する動向を把握。

・	産業振興の観点から、政府等に対し提言・要望
を実施。

2．エネルギー・環境問題への対応
・	エネルギーミックス・温室効果ガス削減目標の
策定や電力システム改革等、エネルギー・環境
政策に係る政府・産業界動向の情報収集。

・	水素社会の実現に向けた国の取り組みを踏ま
え、中国地域における水素の利活用の現状と課
題に関する調査・検討を実施。

平成27年3月16日（月）広島市において、
山下当連合会会長をはじめ23名出席のも
と、「平成26年度第3回運営委員会」を開
催した。
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・	エネルギー・環境政策等に関する講演会、最新
の技術開発動向等に関する視察会を開催。

・	前記調査・検討を踏まえ、政府等に対し要望を
実施。

3．観光振興の推進
・	中国地方インバウンドフォーラムの開催や中
国・韓国・台湾・タイの現地旅行会社へのプロ
モーション、現地メディアを通じた情報発信の
強化など、中国地域観光推進協議会への継続
的な支援・連携を実施。

・	新興市場に着目し、東南アジアからの観光客の
ニーズ分析と受入体制整備等に関する調査・
検討を実施、関係機関（中国地域観光推進協議
会、観光関係の行政や民間事業者）へ提言。

・	近隣市場に着目し、「四国圏在住者から観た」中
国地方の観光地の実態と魅力度調査を実施、関
係機関へ情報提供。

・	観光まちづくりや中国地域の認知度向上を図
るため、夢街道ルネサンス推進会議や中国地方
風景街道協議会の活動を継続実施。

■社会基盤整備の促進
4．交通・物流基盤整備の促進
・	山陰自動車道や下関北九州道路（関門海峡道路）
等の幹線道路網早期整備、道路・港湾等の防
災・老朽化対策の計画的実施を政府等へ要望。

・	関門海峡道路建設促進協議会、中四国セントラ
ルルート地域連携軸推進協議会等の関係機関
と連携し、政府等へ要望。
・	中国地方国際物流戦略チームの意見をとりま
とめ、重要港湾を核とした物流網の整備充実に
向け、政府等へ要望。

・	中国横断自動車道尾道松江線全線開通に伴う
地域経済への波及効果・影響調査を実施。結果
を今後の要望活動へ活用。

5．情報通信基盤の利活用の促進
・	地域社会でのICT利活用に関する政策動向や
先進事例を情報収集し、地域活性化の具体策
検討に資する講演会・研究会を開催。
　ビッグデータを「人の動き」の観点から分析し、
高齢者・子育て世代の支援環境づくりや地域コ
ミュニティ再生への活用策を検討。関係機関へ

提言・要望を実施。
・	放送・通信等の多様なメディア連携を利用した
新規事業創出・企業間連携の方策や新サービ
スに関する講演会・研究会を開催。

・	行政・関係機関と連携し、ICTの利活用を促進
するための活動（ITS研究会・電子行政研究会
等）を推進。

■地域の自立と活性化
6．実効性のある地域づくりの推進
・	地方自治体による地方創生の「総合戦略」策定
の動向および当連合会に対するニーズを調査、
必要に応じて行政による計画策定・審議に参画。

・	雇用創出に繋がった地域づくりの先進事例調
査を実施、成功要因等を分析し関係箇所へ提言
を実施。
・	子育て支援や女性の活躍促進等、少子化対策
に資する啓発活動について行政と一体になっ
た取り組みに参画。

・	人口減少対策や地域振興等、地方創生の取り
組みに関する講演会を開催。

・	政府等に対して地方創生・地域づくりに資する
提言・要望活動を実施。

7．道州制の導入など行財政制度改革の促進
・	地方創生に資する地方分権改革・道州制に関
する政策動向を把握し、道州制実現に向けた環
境整備のあり方を検討。

・	行政・他経済団体等と連携し、地方分権改革や
道州制実現に向けた講演会を開催。

・	地方分権改革の推進や地方分権型道州制実現
に向けた環境整備のため、政府等に対して提
言・要望を実施。

・	税制改革、財政再建、社会保障制度改革等の行
財政制度に関する情報を収集し、講演会を開催。
政府等に対して税制改革等の提言・要望を実施。

（担当：髙見）


